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方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

医師会、民間団体と連
携し、取り組んだ健康
づくり事業等の回数

指
標
名

指
標
の
説
明

地域と医師会、民間団
体と連携した市民健康
づくり事業の実施回数

H28目標 12

市
民
意
識
調
査
結
果

効果検討
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平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
伊賀市健康21計画に基づき、住民自治協議
会や健康の駅長、または、医師会等の保健・
医療資源を活用し、市民が主体となる健康づ
くりを支援します。今後は行政、地域、関係団
体が協働して行うことや、自主的に行うことを
明確にする必要があります。

医師会、歯科医師会、民間団体、企業等に積
極的な参加・協力を要請し、市民や地域が主
体的に行う健康づくりの取組を総合的に支援
する体制を構築します。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1101 市民主体の健康づくり活動を支援する体制づくり 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

130900
健康福祉部健康推進
課

0595-22-9653

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

域と連携し、市全体で健康づくりに取り組むためのしくみをつくります。

医師会、歯科医師会、民間団体、企業等に積極的な参加・協力を要請し、市民や地域が主体的に行う健康づくりの取り組みを総合的に支援す
る体制を構築します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○健康づくり推進員養成講座（4回　約200人）
○健康づくり講演会（1回　250人）
○街頭啓発（3回）、献血事業（16回）
○健康づくりについては、各地区及び健康の
駅長連絡会において、市と協働しながら積極
的な活動を行いました。しかし、本年度目標と
していた活動の見直しや事務局の切り離しに
おいては、結果を残すことができず、引き続
き、次年度において協議を行います。

健康の駅長連絡会へ委託している事業につい
て、住民自治協議会の一括交付金として算入
し、住民自治協議会の活動として再編できな
いかを検討します。

健康の駅長連絡会へ委託している事業に
ついて、住民自治協議会の一括交付金とし
て算入し、住民自治協議会の活動として再
編することが望ましいと考えます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○健康づくり推進員養成講座（4回　約183
人）
○健康づくり講演会（開催なし）
○健康づくりイベント開催（１回　約233人）
○街頭啓発（3回）、献血事業（12回）
○健康づくりについては、各地区及び健康
の駅長連絡会において、市と協働しながら
積極的な活動を行いました。昨年度の課題
であった健康の駅長及び連絡会の活動の
見直しや事務局のあり方について検討・協
議を行っているが、結果を出すことまでに
は至らず、次年度も引続き協議を行いま
す。
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健康２１計画策定事業(01-
04-01-01-239-51)

健康２１推進事業(01-04-
01-01-244-51)

事業概要

01 3 96

(千円)

161

96

施策

H28
予算

献血の普及と啓発を目的に、市民に参加とその大切さの呼び掛け
を行っている。また、伊賀市献血推進協議会の主催する献血会場
で献血協力者に対して、献血啓発グッズなどの配布を行う。

「伊賀市健康２１（第２次）計画の中間評価を行うための市民意識
調査業務に係る経費（平成26年度単年度事業のため終了）

「伊賀市健康21（第２次）計画」に基づく重点施策の実施のため、
国の健康日本21やヘルシーピープル三重21など上位計画と整合
性を図り、市民の健康づくりに関する最新の情報を提供する。

伊賀市健康づくり推進条例に基づき、健康づくり推進員（健康の駅
長）を中心とした地域住民による健康づくり活動の推進を支援しま
す。

2,7047,180

168

2,4401
健康づくり推進事業(01-04-
01-01-244-52)

3

2

1

27
重
点

3

事務事業名

献血事業経費(01-04-01-
01-239-02)

2

28
重
点

1101 市民主体の健康づくり活動を支援する体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

03 2 →

6,925

75

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

市民主体の健康づくり活動として、各住民自治協議会単位での「健康づくり推進員（健康の駅長）」による、積極的な活
動によって、住民（特に高齢者）の健康意識は高まりつつあります。
　ただ、市民主体の健康づくりに市がどのような形で関与するかが課題であり、健康の駅長と市との関わりの整理が必
要です。

健康の駅長連絡会や各住民自治協議会単位での健康の駅長の活動内容の見直しを含めた精査を継続して行い、地
域に根ざした健康づくり活動となるよう進めていきます。

中
間
総
括

7,096

→96
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と
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市民の健康感（％）
指
標
名

指
標
の
説
明

まちづくりアンケート（子
どもからお年寄りまで、
健康でいきいきと暮らし
ている満足度の割合）

H28目標 73.0
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平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
健康教育や健康相談などの出前講座等を通
じ、生活習慣病の予防や心身機能の維持・向
上のための必要な情報提供を行っています。
しかし、まだまだ健康意識が高いとはいえず、
今後の高齢社会の進展のなかでは、出前講
座等の情報提供の内容や手法等を見直す必
要があります。

出前講座等を効率的・有効的に行うため、住
民自治協議会や地域団体等との連携をさらに
強化して参加者の増加に取り組んでいきま
す。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1102
市民一人ひとりが健康で健やかに暮らせる環境
づくり

評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

130900
健康福祉部健康推進
課

0595-22-9653

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

協議会など地域団体等と連携を強化し、参加者数の増加をめざします。

健康寿命を延ばすため、市民一人ひとりが「自分の健康は自分でつくる」という意識が定着するように、地域や各種団体等で健康教育・健康相
談を開催することで市民の健康意識を高めます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○地域の老人クラブ、サロン、住民自治協議
会、企業などの団体からの依頼により出前講
座や各種教室を実施しました。
（実施回数250回、参加者延べ5,300人）
（各種教室開催　200回、参加者延べ2,500人）
○健康相談の実施（相談件数2,000人、電話
相談550件）
○家庭訪問による保健指導・相談（55件 延べ
160件）
○高齢者住宅入居者補助（８件）
引き続き、市内３箇所の地域包括支援セン
ターとの強い連携による健康に対する情報発
信を行い、健康づくりに対する意識強化に努
めていきます。

各地域における健康格差を縮小するために、
可能な限り地域に密着した保健業務を進めて
いくためには、保健師確保が必要と考えます。

健康寿命を延ばすため、市民一人ひとりが
「自分の健康は自分でつくる」という認識が
定着できるよう、出前講座や各種教室及び
訪問活動を充実強化が必要であると考え
ます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○地域の老人クラブ、サロン、住民自治協
議会、企業などの団体からの依頼により出
前講座や各種教室を実施しました。
（出前講座212回、参加者延べ4,372人）
（各種教室126回、参加者延べ2,987人）

○健康相談の実施（相談件数1,925人、電
話相談260件）
○家庭訪問による保健指導・相談（40件 延
べ215件）
○高齢者住宅入居者補助（7件）
引き続き、市内３箇所の地域包括支援セン
ターとの強い連携による健康に対する情報
発信を行い、健康づくりに対する意識強化
に努めていきます。
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238

健康手帳作成事業（補助金
分）(01-04-01-01-240-01)

健康教育事業（補助金分）
(01-04-01-01-240-51)

事業概要

01 3 10,792

1,985

(千円)

06

1,548

10,765

施策

H28
予算

保健衛生事務全般

特定健診・保健指導等の記録、その他市民の健康の保持のため
に必要な事項を記載し、自らの健康管理と適切な医療に資するた
め健康手帳を交付します。

生活習慣病の予防等に関して、正しい知識の普及により自らの健
康は自らが守るという認識と自覚を高め、健康の保持増進のため
に団体やサークル等を対象に出前講座（健康教室）を行います。

心身の健康に関する市民の個別の相談に応じ必要な指導及び助
言を行い、家庭における健康管理に資するために健康相談を実
施します。

療養上のためなど保健指導が必要な人やその家族に対し保健師
が訪問することにより、健康の問題を総合的に把握し、心身機能
の低下防止と健康の保持増進のため必要な訪問指導を行う。

高齢者が安全で安心して居住できる良質な賃貸住宅の供給を促
進するために、契約家賃と入居者の収入によって決定する入居者
負担額の差額に対して補助を行います。

市民がより健康への関心を深め健康づくり事業の推進を行うため
実践拠点となる保健センターの管理運営を行います。

45,65445,585
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195

30,864

2
健康相談事業（補助金分）
(01-04-01-01-240-52)

3

1

2

27
重
点

3

事務事業名

保健衛生事務経費(01-04-
01-01-239-01)

1

28
重
点

1102 市民一人ひとりが健康で健やかに暮らせる環境づくり

26
重
点

コスト
の方
向

→
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427

1,418

07

→
訪問指導事業（補助金分）
(01-04-01-01-240-54)

高齢者向け優良賃貸住宅供
給促進事業(01-08-05-01-
389-51)

保健センター管理経費(01-
04-01-01-246-01)

169

→1,591

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

まちづくりアンケートでは、高齢者の８割近い方が「健康でいきいきと暮らしている」と感じている一方、地域ごとにばらつ
きある傾向が窺える。生活習慣病の予防や健康づくりに対する意識が向上してきたと思われる。ただ、地域間格差が生
じているところから、健康に関する情報提供や保健指導等の強化を行うとともに、各地区における健康の駅長による活
動の把握と整理が必要と考える。

住民主体による健康づくり活動の強化と、それに必要な情報提供（出前講座、健康教室、訪問相談等）を積極的に行う
ことにより、「自分の健康は自分でつくる」という意識をより向上させることが、健康寿命を延ばすことに繋がるものと考
える。

中
間
総
括

1,591

→30,889

43,909

→10,791
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要精密検査で早期に
胃がんが発見された人
の割合（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

市主体で実施したがん
検診結果による割合

H28目標 6.0

市
民
意
識
調
査
結
果

重点化

11

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
生活習慣病の予防のため、定期的な検診が
受けられるよう、費用の一部または全額の公
費負担や受診勧奨を行うなどの環境づくりを
行いました。今後とも疾病の早期発見、早期
治療のために受診率の向上を図っていく必要
があります。

検診の受診率を高めるため、その目的や効
果、必要性について、出前講座やあらゆる情
報媒体を活用し、積極的な情報提供や勧奨を
行って受診機会の拡大を図ります。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1103 疾病の早期発見・早期治療につなげる体制づくり 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

130900
健康福祉部健康推進
課

0595-22-9653

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

の目的、効果、必要性について出前講座、健康相談、広報、ケーブルテレビでの放映等さまざまな手法で受診勧奨を積極的に行います。

健（検）診のその目的、効果、必要性を市民に周知・啓発を行っていくとともに受診機会の拡大を図ります。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○簡易人間ドック（483人）、脳ドック（329人）
○がん検診（胃がん1,269人、前立腺がん826
人、子宮がん1,401人、大腸がん1,897人、乳
がん1,483人、肺がん5,341人）
○ピロリ菌感染検査（検査数701人、除菌者数
282人）
○各種がん検診の受診者数は、昨年度より約
100名増加しているものの、県内では受診率
は低位にあるため、出前講座などを積極的に
行うなど、受診勧奨に努める必要があります。

出前講座を中心に積極的な情報提供を行って
いきます。

各種がん検診の受診勧奨を行う必要性が
高く、より積極的な情報提供等による受診
機会や受診環境の整備を図る必要があり
ます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○簡易人間ドック（556人）、脳ドック（328
人）

○がん検診（胃がん1,232人、前立腺がん
847人、子宮がん1,852人、大腸がん3,058
人、乳がん2,277人、肺がん4,961人）
○ピロリ菌感染検査（検査数715人、除菌
者数287人）
○各種がん検診の受診者数は、昨年度よ
り16.5％の約2,000名が増加しており、各種
検診ごとの受診者が増加しているものの、
県内での受診率は未だ低位にあるため、
引続き出前講座など工夫をこらした受診勧
奨を行っていきます。

平成28年度
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保健衛生普及費(02-08-02-
01-498-01)

健康診査事業（補助金分）
(01-04-01-01-240-53)

事業概要

01 2 470

(千円)

1,632

10,801

施策

H28
予算

ピロリ菌感染の有無を検査し、保菌者のピロリ菌を除菌することで
胃がんの発生を抑え、市民の健康保持・胃がん予防を推進しま
す。

人間ドック・脳ドック、医療費通知等に係る経費

健康増進法に基づき、生活保護世帯者の健康診査、国民健康保
険被保険者の保健指導及び肝炎ウイルス検診を行います。

集団・個別がん検診を実施します無料クーポン券（子宮頸がん20
歳、乳がん４０歳）を発行し受診勧奨を行うなどがんの早期発見と
健康の保持増進のための事業を実施します。

105,702118,212

34,159

1,781

69,2921
検診事業(01-04-01-01-
240-57)

3

2

1

27
重
点

事務事業名

保健事業（市単分）(01-04-
01-01-240-55)

2

28
重
点

1103 疾病の早期発見・早期治療につなげる体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

1 →

03 →

67,661

1,513

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

疾病予防のため、定期的な健（検）診を受けられる環境整備を図ってきた結果、昨年度と比較して受診者が大幅に増加
したことは、ひとつの成果だと考える。

引続き、定期的な検（健）診が疾病予防や早期発見に繋がることを、出前講座や健康相談等、さまざまな手法を活用し
て受診勧奨を積極的に行っていきます。

中
間
総
括

111,662

↓9,725



成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

う歯のない児の割合
（12歳児）（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

永久歯でう歯のない児
の割合

H28目標 50.0

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

11

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
歯の健康については、幼児期から高齢期まで
歯科検診を継続的に行えるよう、費用の一部
または全額を公費負担して、検診機会の拡大
に取り組んでいます。今後とも、「歯と口腔の
健康づくり」について、継続的な市民啓発が必
要です。

受診率の向上を図るため、「歯が健康である」
ことの大切さを啓発し、あらゆる機会を通じて
受診勧奨して歯の健康が全身の健康につな
がる「歯と口腔の健康づくり」に取り組みます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1104 歯の健康づくりを推進するための体制づくり 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

130900
健康福祉部健康推進
課

0595-22-9653

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

歯の健康について、幼児期から高齢期まで歯科健（検）診を継続的に取り組むため健（検）診費用の一部または全額を公費負担することで健
（検）診機会の拡大を図るとともに、関係団体と連携し、「歯が健康である」ことの大切さを市民に啓発します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○要介護状態など通院での歯科受診が出来
ない方に訪問検診を実施しました。（訪問歯科
検診　7名）
○出前講座を活用した「歯と口腔の健康づく
り」について啓発を行いました。
○引き続き、医療や介護との連携・協議を行
い、効率で有効な市民啓発に努めていきま
す。

積極的に出前講座を行い、歯の大切さを啓発
し受診勧奨していきます。

健康寿命の延伸に寄与する「歯と口腔の健
康づくり」について、幼児期から高齢期まで
すべての世代を通じ、出前講座や広報等を
活用した継続的な取組が必要と考えます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○要介護状態など通院での歯科受診が出
来ない方に訪問検診を実施しました。（訪
問歯科検診　7名）
○出前講座を活用した「歯と口腔の健康づ
くり」について啓発を行いました。（出前講
座等12回）
○成人歯科健診（231名）
○歯周疾患検診（285名）
○引き続き、医療や介護との連携・協議を
行い、効率で有効な市民啓発に努めていき
ます。

平成28年度
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(続紙)

415 327

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02
在宅要介護者歯科保健推進
事業(01-04-01-01-917-52)

歯科保健事業(01-04-01-
01-917-51)

事業概要

01 1

(千円)

2,455

0

施策

H28
予算

事業を見直し、平成27年度から在宅要介護者歯科保健推進事業
(01-04-01-01-917-52)に

訪問による歯科健康診査を実施し、歯科診療につなげることによ
り通院困難な在宅要介護者の口腔衛生の改善を図るため、全額
公費負担で在宅要介護者歯科保健事業を実施します。

歯科保健に係る経費　・親と子のよい歯のコンクール事業　・いい
歯の８０２０表彰　・歯周疾患検診（40,50,60,70歳）　・成人歯科健
診（20歳以上）・妊婦歯科検診費用助成事業

2,8602,870

365

2,495

2

1

27
重
点

事務事業名

在宅要介護者歯科保健推進
事業(01-04-01-01-243-51)

2

1

28
重
点

1104 歯の健康づくりを推進するための体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

→

03 →2,252

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

歯科医師会の協力のもと、検診の目的や効果、必要性について、市民に啓発を行い、少しづつであるが受診者数の伸
びがみられる。

引続き、定期的な歯周疾患検診などを受診することを積極的に市民に勧奨し、全身の健康につながる「歯と口腔の健
康づくり」の推進に取り組んでいきます。

中
間
総
括

2,579

0



成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容

と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と

具体
的な
取組

インフルエンザと診断さ
れた人数

指
標
名

指
標
の
説
明

市内医療機関（８箇所）
の定点観測

H28目標 1,400

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

11

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
「新型インフルエンザ等対策特別措置法」制
定により、「伊賀市新型インフルエンザ等対策
行動計画」を策定しました。感染症を最小限に
とどめるための体制の整備が必要です。ま
た、食中毒の予防や対処方法の普及・啓発や
あらゆる感染症に対して迅速な情報提供が必
要です。

伊賀保健所や医師会等の関係機関と連携し、
感染症の特性や予防等の周知を図りながら、
情報や必要なサービスがスムーズに提供でき
る体制を整えます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1105 感染症に関する情報提供と体制づくり 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

130900
健康福祉部健康推進
課

0595-22-9653

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

とるべき行動等について周知啓発を行います。

社会的に影響を及ぼす感染症に対して、関係機関と連携し、感染症の特性や予防等の周知を図りながら、情報や必要なサービスがスムーズ
に提供できる体制を整えます。
また、平常時から感染症の予防や対応方法についての啓発を行い、市民の危機管理意識の向上に努めます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○新型インフルエンザ用薬品の購入
○災害時用感染対策用品の購入
○予防接種法に基づく予防接種の実施
・１歳6ヶ月・3歳児健診
・4種混合、BCG、MR
・高齢者インフルエンザ（60.1％）
・高齢者肺炎球菌（41.3％）
・乳幼児インフルエンザ（61.2％）

毎年のように法律改正があるなか、迅速な情
報収集と市民への周知・勧奨することが重要
と考えます。引き続き、必要な情報がスムーズ
に提供できるようあらゆる情報媒体を活用して
進めていきます。

感染症予防には迅速な情報収集と市民へ
の周知・勧奨することが重要と考えます。
引き続き、必要な情報がスムーズに提供で
きるようあらゆる情報媒体を活用して進め
ていきます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○新型インフルエンザ用薬品の購入（なし）
　・国のガイドラインにおける国民の45％に
相当する量を目標として、国・県で均等に
備蓄しています。
○災害時用感染対策用品の購入（なし）
○予防接種法に基づく予防接種の実施
・4種混合（2,643人）、BCG（683人）、MR
（1,263人）など
・高齢者インフルエンザ（59.2％ 17,197人）
・高齢者肺炎球菌（40.4％ 2,564人）
・乳幼児インフルエンザ（67.8％ 5,337人）

平成28年度
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(続紙)

251,547 229,515

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02
予防接種業務経費(01-04-
01-02-253-51)

事業概要

01 1 4,976

(千円)

4,699

施策

H28
予算

結核の早期発見、早期治療に繋げるため、結核検診車で各地域
を巡回し、胸部レントゲン撮影を実施します。

感染拡大の恐れがある疾病の発生及びまん延の予防や重症化
防止、個人の健康保持増進を図るため、予防接種費用の一部ま
たは全額を公費負担で実施します。

264,333256,249

259,357

2

1

27
重
点

2

事務事業名

感染症予防業務経費(01-
04-01-02-253-01)

1

28
重
点

1105 感染症に関する情報提供と体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

2 ↑

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

感染拡大の恐れがある疾病の発生及びまん延の予防や重症化防止、個人の健康保持増進を図るため、予防接種費
用の一部または全額を公費負担で行っています。今後も、関係機関と連携し、感染症の特性や予防等の周知を図りな
がら、情報や必要なサービスがスムーズに提供できる環境を整えていきます。

新型インフルエンザ等の対策については、本市が策定した「伊賀市新型インフルエンザ等対策行動計画」をもとに、感
染拡大を最小限にとどめるための体制の整備を徹底していきます。
また、その他感染症予防接種の充実を図るため、定期接種（国補助）にない予防接種を新たに取り組んでいきます。

中
間
総
括

234,214

→4,702



成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容

と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と

具体
的な
取組

夜間・休日における二
次救急実施病院受入
率（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

夜間・休日における二次
救急実施病院により受
入られた割合

H28目標 98.0

市
民
意
識
調
査
結
果

重点化

11

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
伊賀地域の二次救急体制の確保のため、伊
賀市と名張市の公立病院、岡波病院、行政で
組織する会議を定期的に開催し、二次救急の
実施体制の確認と検証を行い、二次救急の充
実を図っています。また、応急診療所（一次救
急）については、伊賀医師会の協力のもと、二
次救急病院の軽減を図っています。しかし、医
師不足により３病院での救急医療体制であり
ますが、市民が望んでいる体制とはいえませ
ん。

医師・看護師の確保が最重要課題です。市民
にとってどのような医療提供体制が望まれて
いるかを明確にして、医療再生に必要な方策
を見出す必要があります。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1106 地域医療の充実 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

131000
健康福祉部医療福祉
政策課

0595-22-9705

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

供体制の確保と充実を図ります。

夜間・休日における比較的軽症の人を対象とした応急診療所の運営を、医師会の協力のもとで行うとともに、二次救急医療体制の確保に努め
ます。
上野総合市民病院については、安心かつ質の高い医療の提供をめざし、引き続き、医師や看護師など、医療職の確保を進め、二次救急医療
体制を含む診療体制を充実させます。
さらに、伊賀地域において入院を必要とするがん患者のうち、５割以上の人が地域外の病院に入院している状況を踏まえ、可能な限り医療が
完結できるよう、がんセンターを設置し、化学療法、栄養サポートを行うとともに、在宅医療を進め、がん総合診療を充実させます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○平成27年1月16日に「伊賀地域の医療のあ
り方に関する懇話会」を開催し、次の2点を確
認しました。
・救急医療体制の充実・強化を図るため、３病
院の特徴を活かしつつ一層の連携を行いま
す。
・経営統合は将来的な課題とし、当面は病院
間の連携体制の構築を図ります。
・参加者（三重大学、三重県、伊賀市、名張
市、岡波総合病院、名張市立病院、上野総合
市民病院、伊賀・名賀医師会、伊賀の地域医
療を守る会）
・2月25日に上野総合市民病院と岡波総合病
院の機能分化・連携に必要な協議について、
事務部門による会合を実施しました。
○二次救急については、伊賀市、名張市、３
病院における意見交換会と救急当番日の確
認を実施しました。
（5月14日、8月6日、11月5日、2月4日）
○医療体制の再構築に向けた基礎調査を実
施しました。

伊賀市の医療提供体制を再構築するため、平
成27年度に三重県が策定される「地域医療ビ
ジョン」の動向を注視しつつ、上野総合市民病
院と岡波総合病院の機能分化・連携に関する
協議を行っていきます。

伊賀市の医療提供体制を再構築するた
め、三重県が策定される「地域医療構想」
の動向を注視しつつ、上野総合市民病院と
岡波総合病院の機能分化・連携に関する
協議を行っていきます。
　また、公立病院改革ブラン（上野総合市
民病院）については、プラン策定に必要な
体制や内容等を関係機関の意見を求めな
がら、市民が望む公立病院のあり方を検討
していきます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○三重県が策定する「地域医療構想」にお
ける「伊賀地域医療構想調整会議」に参画
しました。（7/15、10/16、12/1、2/16開催）
今後は、4月に三重県との意見交換会、5月
に調整会議が予定されており、平成28年度
中に策定される予定です。
○公立病院改革プラン策定（事務担当者
協議 8回）
○二次救急については、伊賀市、名張市、
３病院における意見交換会と救急当番日
の確認を実施しました。（5/13、8/5、11/4、
2/3）
○保健・福祉・医療の連携検討会開催
　・検討会（4回）
　・事例検討会（5回）
　・意見交換会（1回）

平成28年度
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(続紙)

80,175 79,266

38,430

1,691

46,702

2,121

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

05

02

04 →

1,526

応急診療所管理運営事業
(01-04-01-01-242-52)

地域医療体制再生事業(01-
04-01-01-242-54)

事業概要

01 2 58,695

112

(千円)

06

628

56,589

施策

H28
予算

一次救急・二次救急の役割分担を明確にし、二次救急医療実施
病院の業務軽減を図るとともに、二次救急医療体制の充実を行
い、長期的な医療体制を構築します。

伊賀市応急診療所の管理・運営経費

伊賀地域の医療資源の動向、医療体制のあり方等を含めた伊賀
市の地域医療体制を再構築するための経費

国民健康保険直営診療所の運営に係る管理経費

国民健康保険直営診療所の医療用機械器具に係る修繕、保守点
検、借上経費

国民健康保険直営診療所の医療用消耗器材経費

国民健康保険直営診療所の医薬品衛生材料経費

国民健康保険直営診療所の臨床検査、X線被爆検査、廃棄物処
理経費

250,913232,489

79,936

345

39,670

1,997

67,000

3,158

一般管理費(03-01-01-01-
465-01)

1

2

3

27
重
点

2

事務事業名

救急医療事業(01-04-01-
01-242-51)

3

1

28
重
点

1106 地域医療の充実

26
重
点

コスト
の方
向

3 →

03 1 ↓

37,117

233

07

08

→
医療用機械器具費(03-02-
01-01-505-01)

医療用消耗器材費(03-02-
01-02-506-01)

医薬品衛生材料費(03-02-
01-03-507-01)

医業諸費(03-02-01-04-
508-01)

1,251

→131

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

大きな課題である「医師不足」では、上野総合市民病院においては3年前の15人から21人体制となった。特に内科医不
足も少しづつであるが確保し、改善の方向に向かっています。
　また、市民の安全・安心を確保するため、「保健・福祉・医療の連携検討会」を定期的に開催し、伊賀医師会、歯科医
師会、薬剤師会、福祉関係者等により、在宅医療を進めために必要な意見交換や事例検討会を行い、課題等を共有し
ながら顔の見える意見交換ができました。引続き検討会の成果をだすことを意識して継続して取り組んでいきます。

すべての年代の市民が「医療」の課題を最重要視しており、率先して取り組むべきと考えている人は約80％にも及んで
います。市民が望む医療体制を大きな目標とし、二次救急（３輪番制）も含む医療体制の見直しの時期でもあることか
ら、時代のニーズや市民ニーズ、疾病状況を的確に把握し、伊賀地域医療構想を踏まえた、伊賀市にふさわしい医療
について、医師会等の関係機関と連携しながら進めていきます。

中
間
総
括

→

102

→52,378

222,951

→57,100



成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容

と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と

具体
的な
取組

登録者数
指
標
名

指
標
の
説
明

制度による登録者数の
推移

H28目標 520

市
民
意
識
調
査
結
果

重点化

11

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
障がい者（児）や子ども、一人親家庭等が安
心して医療が受けられるよう、医療費助成（県
制度、市単独）の充実を図ります。引き続き、
経済的な理由により医療機関への受診が抑
制され重症化したり手遅れを防ぐため、「安心
して医療が受けられるよう」医療費助成制度
が必要です。

社会情勢の変化に伴い、子どもや障がいのあ
る人等への福祉医療費助成制度の推進が必
要です。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1107 福祉医療費助成制度の充実 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

130600
健康福祉部保険年金
課

0595-22-9659

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

手遅れを防ぐことを目的として「安心して医療が受けられるよう」医療費助成を行います。

障がい者（児）や子ども（乳幼児）、一人親家庭等が、安心して医療が受けられるよう制度を充実します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○医療費助成
・県制度助成（障がい者、一人親家庭、子ど
も）
　助成件数 185,640件（目標 178,300件）7,340
件増
・市単独制度（障がい者、子ども）
　助成件数　10,078件（目標 8,025人）2,053件
増
○養育医療費助成
・未熟児養育医療給付 42件（目標 40件）2件
増

医療費助成については、対象者の拡大や窓
口無料化に対する要望もあり、県制度として
県内統一した制度となるよう引き続き強く要望
しつつ、特に、子ども医療費については、中学
校までを助成の対象とすることについて検討・
調整が必要です。

医療助成については、窓口無料化に対す
る要望もあることから、県制度として統一し
た制度となるよう、県に対して要望を行いつ
つ、市内医療機関に受診した場合に、窓口
無料化が可能となるよう、関係機関と協議
を行う必要があると考えます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○医療費助成
・県制度助成（障がい者、一人親家庭、子
ども）
　助成件数 187,108件（目標189,540件）
2,432件減
・市単独制度（障がい者、子ども）
　助成件数　16,982件（目標9,952人）7,030
件増
○養育医療費助成
・未熟児養育医療給付 34件（目標 40件）6
件減
○子ども医療費助成については、平成26
年9月から小学校卒業までの通院・入院
（県補助）に加え、中学校卒業までの入院
に対する医療費助成（市単独）を実施して
きたが、平成27年9月からは中学校卒業ま
での通院（市単独）も拡大して助成を行い
ました。
・通院助成（　98,716件）
・入院助成（　　　858件）

平成28年度
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(続紙)

41,795 38,371

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02
医療費助成経費（単独分）
(01-03-01-05-201-52)

事業概要

01 2 474,418

(千円)

460,282

施策

H28
予算

障がい者、一人親家庭等、子どもの各福祉医療受給資格の申
請、変更手続き及び医療費助成の申請、給付業務。平成２６年度
から福祉医療費共同処理事業を実施している。

福祉医療費助成事業（市単）障がい者及び重度障がい者の医療
費の助成。

511,484507,605

37,066

2

1

27
重
点

2

事務事業名

医療費助成経費(01-03-01-
05-201-51)

1

28
重
点

1107 福祉医療費助成制度の充実

26
重
点

コスト
の方
向

1 ↑

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

医療費助成については、これまで県補助対象に加え、市単独補助として障がい者医療では、療育手帳Ｂ、精神障害者
保健福祉手帳1・2級に対し助成を行ってきました。子ども医療費では平成26年9月から、小学校卒業までの入・通院（県
補助）に加え、中学校卒業（市単独）までの入院費助成を行い、更には平成27年9月からは、中学校卒業まの通院費助
成（市単独）の拡大を図りました。

障がい者（児）や子ども、一人親家庭等が安心して適切な医療が受けられるよう、医療費の負担が大きい人へ、医療費
助成の充実を図るとともに、窓口無料化に向けた取組みが必要と考えるため、市内医療機関等との協議を行っていき
ます。

中
間
総
括

498,653

↓465,810


